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安全・安心プログラム

評価項目ごとの評定（※１） 評定 全体委員会所見

（ⅰ）成果・取組が国の方針
や社会のニーズに適合してい
るか【妥当性の観点】（※
３）

a

　研究課題は、南海トラフ地震や首都直下型地震などの巨大地震、近年頻
発している豪雨災害などに対して、国民の安全・安心を確保するために、
レジリエント(強靭)な住宅・建築・都市を実現するという観点から設定さ
れており、研究課題の設定は適切と言える。
　また、官民研究開発投資拡大プログラム(PRISM)及び戦略的イノベーショ
ン創造プログラム(SIP)第２期といった外部資金を積極的に獲得・活用し、
研究成果の社会実装に向け研究を加速させるとともに、国が第５期科学技
術基本計画で示した「society5.0」における被害の軽減や早期復興等の実
現への貢献に努めた。
　以上から、成果・取組は国の方針や社会のニーズに適合している。

（ⅱ）成果・取組が社会的価
値の創出に貢献するものであ
るか【社会的・経済的観点】
（※３）

a

　稀な荷重・外力に対する建築物の安全性確保、市街地火災への対応、建
物被害の早期把握、被災者の住まいの確保など、大規模地震への対応策に
必要な研究に取り組んでおり、その成果は今後の災害対策への利活用等が
期待できることから、社会的価値の創出を果たしている。さらに、これら
建築物の安全性の確保などは、国民の生命及び財産の保護に資することを
通じ、経済的価値の創出にも貢献している。
　以上から、成果・取組は社会的・経済的観点の双方から社会的価値の創
出に貢献している。

（ⅲ）成果・取組が期待され
た時期に適切な形で創出・実
施されているか【時間的観
点】（※３）

a
　当研究開発プログラムにおいて、研究開発成果を順次適切にとりまとめ
ている。
令和３年度にまとめた技術資料等には、地震後の継続使用性を考慮した耐
震性評価・耐震改修法、誘導灯等の避難経路に関する基準の見直し、木造
の屋外階段等の防腐措置等ガイドラインなどがある。
　以上から、成果・取組は期待された時期に適切な形で創出・実施されて
いる。

（ⅳ）国内外の大学、民間事
業者、研究開発機関との連
携・協力等、効果的かつ効率
的な研究開発の推進に向けた
取組が適切かつ十分であるか

a

　個別研究課題の内容に応じて、大学や民間事業者、研究開発機関と適切
な役割分担のもと、共同研究を21件、共同研究参加者数36者で進めてい
る。
　令和３年度における海外との共同研究協定は27件となっており、国際的
な交流や連携も進めている。
また、国のPRISM、SIPについて外部資金を獲得し、民間事業者や研究開発
機関と適切に連携体制を構築し、研究開発に取り組んでいる。
　以上から、他機関との連携・協力の取組は順調に推移しており、それぞ
れの役割を果たし効果的かつ効率的に研究開発を進めている。

年度評価



（ⅴ）政策の企画立案や技術
基準策定等に対する技術的支
援が適切かつ十分に行われて
いるか

a

　国土交通省における「建築防火基準委員会」等のほか、経済産業省、東
京消防庁における委員会、建築材料等/防耐火構造等のサンプル調査等に
対する技術的支援を行ったほか、技術基準策定を支援するなど十分に行政
協力を進めた。
　また、日本建築学会、日本建築防災協会や建築研究開発コンソーシアム
等の学協会の委員として、研究成果等の基準・指針等への反映を実施して
いる。
　国内外における有償の技術指導件数は283件となっており、依頼元の
ニーズに対して、適切に技術指導を実施している。
　以上から、政策の企画・立案や技術基準策定等に対する技術的支援が適
切かつ十分に行われている。

（ⅵ）研究成果を適切な形で
とりまとめ、関係学会での発
表等による成果の普及を適切
に行うとともに、社会から理
解を得ていく取組を積極的に
推進しているか

a

　研究成果は、日本建築学会等の学術論文として投稿し発表している。論
文の発表数は225件（うち査読付論文数は35件）となっている。
　住宅・建築・都市の各分野における最新の研究動向を広く一般の方々に
提供することを目的として建築研究所講演会を開催している。また、産学
官連携した建築研究開発コンソーシアムの会合や、学識経験者や設計実務
者を招いた政策研究大学院大学との共催シンポジウムにおいて、関連する
最新研究を紹介している。
　以上から、成果等の普及や社会から理解を得ていく取組を積極的に推進
している。なお、今後、一般技術者にも有効な形での普及のあり方を検討
することを期待したい。

全体評定（※２) A
※１　評価区分（年度評価）
　a : 実施状況は適切であった
　b : 実施状況は概ね適切であった
　c : 実施状況は適切でなかった

※２　評価項目ごとに、a : ３点、b : ２点、c : １点とし、算術平均の結果が一番近い数字に対応するABC
　　（A : ３点、B : ２点、C : １点）を全体評定とする

※３　（ⅰ）、（ⅱ）、（ⅲ）は評価点を２倍に加重したうえで、算術平均を算出する
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